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地公給与削減等の不当な閣議決定に関する書記長談話
全日本自治団体労働組合

書記長　氏家 常雄

１．政府は1月24日、給与関係閣僚会議及び閣議で、昨年11月16日の民主党政権における人勧取扱いの関わる閣議決定の内容を変更し、高齢層職員の昇給抑制を2014年1月から実施するとともに、地方公務員の給与について、国の臨時特例減額措置に準じて必要な措置を講ずるよう要請する内容の閣議決定を行った。
２．今回の決定は、この間政府自らが、特例減額期間中であることを踏まえ決定してきた方針を覆し、すでに最も厳しい給与抑制を受けている高齢層職員について一層の負担を強いる内容であるとともに、国の特例減額措置に準じた給与削減を地方に強制するとし、地方自治体に対し7月からの給与削減措置の実施を求める極めて遺憾なものであり、到底納得できない。
３．地方自治体は、三位一体改革における地方交付税の大幅減額により、逼迫する財政危機の中、国に先んじた職員給与の独自削減や、大幅な定員削減の実施などの懸命な努力を行ってきた。それにもかかわらず、政府が国の財政事情を理由として、自治体固有の財源である地方交付税を一方的に削減し、事実上職員給与の減額を強制することは、この間の地方自治体の必死の努力を無にする行為である。

また、地方公務員の人件費は、この間公共事業などよりも地域間の格差解消に最も貢献してきたことが実証されている。よって、地方公務員の安易な給与削減は、地域経済の冷え込みにつながり、デフレ脱却をめざす政府自身の経済政策にも矛盾するものであり、断じてあってはならない。

　さらに、給与の決定は各自治体における労使交渉を踏まえた自治体主体の問題であり、地方公務員給与に対し国と同様の減額要請を行うことは、地方公務員法の趣旨に反するばかりか、地方自治の本旨を根底から揺るがす重大な問題である。

４．自治労は、公務労協とともに、高齢層職員の昇給抑制および国の特例減額措置の地方への強制に断固反対の姿勢で抗議し、地方公務員給与削減を目的とした政府の一方的な地財抑制の問題点を追及する。民主党・社民党をはじめとする政党の理解を求め、国会・省庁対策に取り組み、組織の総力を挙げて行動を展開する。

　また、地方公務員給与は「各自治体における労使交渉により決定する」ことを大前提として、組合員の生活防衛、賃金・労働条件の維持向上にむけ、春闘期から労使交渉に全力を挙げる。
以上
